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都内在住外国人人口の推移（過去20年：平成16年～令和5年）
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（出所）東京都の外国人人口（総務局）（各年1月1日）

〇在住外国人人口は、東日本大震災の発災に伴い一時的に減少したものの、平成26年以降は
増加に転じ、令和2年までの8年間で約18万人が急増

〇新型コロナウイルスの流行に伴い、令和3～4年は減少したが、令和５年に約58.1万人に増加
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都内総人口に対する在住外国人人口の割合の推移（過去20年：平成16年～令和5年）

〇平成16年から平成25年までは3.0%前後で推移していたが、平成26年以降、在住外国人
人口の増加に合わせて、その割合も増加傾向となり、令和5年には4.2%にまで到達
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都内総人口 在住外国人人口割合

（出所）住民基本台帳による東京都の世帯と人口、東京都の外国人人口（総務局）（各年1月1日）
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国籍・地域別外国人人口 (上位10か国・地域)の比較（平成16年・令和5年）

〇平成16年と比較して、ベトナム、ネパール、インド、ミャンマー国籍の
外国人人口比率が特に増加。国籍の比率も全体として多様化する傾向

（出所）東京都の外国人人口（総務局）（各年1月1日）

平成16年 人口(人) 比率

中国 122,381 34.4%

韓国・朝鮮 102,680 28.9%

フィリピン 31,150 8.8%

米国 18,267 5.1%

英国 7,808 2.2%

タイ 5,815 1.6%

インド 5,410 1.5%

ブラジル 4,892 1.4%

オーストラリア 4,161 1.2%

フランス 4,148 1.2%

その他 48,577 13.7%

合計 355,289 100.0%

令和５年 人口(人) 比率

中国 230,294 39.6%

韓国 85,595 14.7%

ベトナム 37,055 6.4%

フィリピン 33,817 5.8%

ネパール 28,325 4.9%

米国 19,575 3.4%

台湾 19,522 3.4%

インド 15,996 2.8%

ミャンマー 13,884 2.4%

タイ 8,084 1.4%

その他 88,965 15.3%

合計 581,112 100.0%



国・都のこれまでの取り組み

○多文化共生社会実現に向けた国と都のこれまでの取り組み

○東京都多文化共生推進指針について

○東京都つながり創生財団の設立



多文化共生社会実現に向けた国と都のこれまでの取り組み

東京都 国

▲2019年末～
新型コロナ感染拡大

2006年 総務省「多文化共生推進プラン」

2018年
⚫ 骨太の方針「新たな在留資格の創設」
⚫ 入管法及び法務省設置法の改正
⚫ 入管庁「外国人材の受入れ・共生のた

めの総合的対応策」

2020年

⚫ 「特定技能」外国人受入れの開始
⚫ 出入国在留管理庁の発足
⚫ 日本語教育推進法の制定

2019年

⚫ 文化庁「日本語教育基本方針」
⚫ 総務省「多文化共生推進プラン」改訂
⚫ 入管庁「外国人在留支援センター」
（ＦＲＥＳＣ）開設

主な出来事

2022年 入管庁「外国人との共生社会の実現に
向けたロードマップ」

2023年

▲2022年～
ロシアによるウクライナ侵攻

▲2021年
東京2020大会

2016年東京都多文化共生推進指針 策定

⚫ 東京都つながり創生財団 設立
⚫ 「未来の東京」戦略策定
「多文化共生社会の実現」を明記

東京都外国人新型コロナ生活相談
センター（ＴＯＣＯＳ）開設

東京における「地域日本語教育の
体制づくり」のあり方 公表

2012年 新在留管理・住民基本台帳制度

⚫ 入管法及び難民認定法改正
⚫ 「特定技能２号」の対象分野追加



7

都のこれまでの取り組み

https://www.seikatubunka.metro.tokyo.lg.jp/chiiki_tabunka/tabunka/tabunkasuishin/0000000755.html

東京都多文化共生推進指針（2016年2月策定）

https://www.seikatubunka.metro.tokyo.lg.jp/chiiki_tabunka/tabunka/tabunkasuishin/0000000755.html


都の主な多文化共生施策（全体像）

外国人相談対応
■外国人相談対応 ■相談窓口の充実 ■専門分野別相談

生活情報等の多言語対応
■配布物等の多言語化

通訳支援
■遠隔通訳の実施 ■通訳支援のあり方検討

日本語学習支援
■地域における日本語教室
の実施

医療機関における外国人対応
■医療機関等における
外国人対応の強化

就労支援事業の実施
■中小企業の外国人材受入
支援事業

外国人の居住環境等の整備
■住宅ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ制度・居住
支援協議会による支援

地域活動への参加促進
■町会･自治会等地域で受
け入れる環境整備

地域交流の場の拡充
■地域交流ｲﾍﾞﾝﾄの実施

日本人と外国人がともに
活躍する国際都市東京

言語コミュニケーションなど、
外国人が暮らしていく上で

必要な基盤整備

外国人が生活する上で
直面する個別課題に
関する環境整備

外国人を受け入れる
地域づくりと意識醸成

やさしい日本語の普及啓発
■やさしい日本語普及啓発・活用促進

世界から企業・人材を呼ぶ環境
づくり
■東京開業ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｾﾝﾀｰ運営
■外国人材受入支援事業

多文化共生の意識醸成
■多文化共生講座の実施

人権尊重意識の醸成
■人権啓発ｲﾍﾞﾝﾄの実施

表示等の多言語対応
■交通機関や標識の多言語化

実線＝生活文化スポーツ局・東
京都つながり創生財団が直接実
施する事業
その他＝各局による事業

（コミュニケーション支援） （外国人の生活支援） （地域づくりと意識醸成）
国際都市東京の実現
に向けた環境整備

地域福祉における外国人対応
■福祉制度・社協事業における外国人対応の強化

都・東京都つながり創生財団を中心とするネットワークの強化を図り、オール東京で取組を推進

外国人向け防災
■防災館ツアー■防災（語学）ボランティアの運用、研修・訓練の実施

日本語を母語としない子どもへの支援
■多文化キッズコーディネーターの配置支援 ■スーパーバイザーの設置

多文化共生を担う人材育成
■多文化共生ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ研修



多文化共生社会づくりと共助社会づくりを通じて人と人とのつながりを創り、地域コミュニティの

活性化を図ることを目的として、2020年10月東京都つながり創生財団が設立

都のこれまでの取り組み：東京都つながり創生財団の設立

財団設立

2020年10月 一般財団法人「東京都つながり創生財団」を設立（2023年４月公益法人化）

理事長：マリ クリスティーヌ

• 在住外国人などの多文化共生社会づくりに関する事業

• ボランティア文化の定着や、地域の中核である町会・自治会等の支援を通じた地域コミ
ユニティの活性化など、共助社会づくりに関する事業

共助社会づくり推進事業

財団の目的

■東京ボランティアレガシーネットワーク（VLN）の運営

東京2020大会ボランティアの活動継続やボランティア活動の裾野拡大、ボランティア文化の定着に向け
2021年11月に開設。福祉・スポーツ・多文化共生など多様なボランティア情報や活動の魅力等を発信

■地域コミュニティ活性化事業の実施

区市町村と連携し、「まちの腕利き掲示板」、「町会・自治会応援キャラバン」などにより地域コミュニ
ティの中核である町会・自治会の活性化を支援



外国人相談

■東京都多文化共生ポータルサイト（TIPS）の運営

■文化庁補助事業「地域日本語教育の総合的な体制づくり」

■中域ネットワーク

■東京国際交流団体連絡会議

■東京外国人支援ネットワーク

■国際交流・協力 TOKYO 連絡会

➣ 都内の国際交流協会２２団体の連絡会

➣ 外国人相談又は支援事業を行う４３団体の連絡会

情報発信・やさしい日本語

地域日本語教育の推進

広域ネットワークの運営

・都域における広域的な施策への反映
・人材や事例等の共有

・地域における課題
・人材や事例等の情報

■やさしい日本語リーダー養成

■相談システム構築

■次世代人材育成事業（中学生作文・高校生主張コンテスト）

日本語を母語としない子供支援 ■多文化キッズコーディネーター支援

人材育成
■多文化共生コーディネーター研修（基礎研修・フォローアップ研修）

■東京日本語教室サイト運営 ■初期日本語教育モデル教室実施

■東京都多言語相談ナビ ■ウクライナ避難民支援

➣ NGO等民間団体や区市国際交流協会等３８団体の連絡会

➣ 近隣自治体の外国人支援に関わる団体の連絡会

令和５（2023）年度 多文化共生社会づくり事業



参考資料

○国統計資料

日本の将来人口推計（2070年の外国人割合）

在留外国人に対する基礎調査

○総務省「地域における多文化共生推進プラン」

○入管庁「外国人材受入れ・共生のための総合的対応策」

○入管庁「外国人との共生社会の実現に向けたロードマップ」

○東京都「『未来の東京』戦略」と多文化共生施策

○東京都つながり創生財団多文化共生推進課事業概要



日本の将来推計人口（令和5年推計）～国立社会保障・人口問題研究所

〇国立社会保障・人口問題研究所の最新の人口推計によれば、日本の総人口は2070年には、
8,700万人まで減少（出生中位（死亡中位）の推計）
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日本の将来推計人口（令和5年推計）～国立社会保障・人口問題研究所
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在住外国人の総人口に占める割合

〇在住外国人は2020年の２７５万人から2070年には９３９万人に増加すると試算
（総人口に占める割合は2020年の２・２％から2070年には１０・８％に拡大）



在住外国人の困りごと

（出所） 出入国在留管理庁「在留外国人に対する基礎調査」 令和３年度

〇在住外国人は、「日本語学習」、「情報の入手」、「公的機関への相談」などの面で
困りごとを抱えている

日本語学習 情報の入手
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10.7

11.8

12.1

15

0 20 40

特に困っていない

日本語の学習をしていない

その他

日本語教育の内容が実用的ではない

母語による指導を受けられない

近くに日本語教室等がない

自分のレベルに合った日本語教育が得られない

日本語を学べる場所等に関する情報が少ない

学んだ日本語を活かせる機会がない

都合のよい時間帯に利用できる日本語教室等が…

無料の日本語教室が近くにない

日本語教室等の利用料金が高い

32
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14.4

15.9

17

17.4

34.1

0 10 20 30 40

特に困っていない

その他

日本で発行される母語で書かれた

新聞・雑誌の情報発信が少ない

メールでの情報発信が少ない

ＳＮＳでの情報発信が少ない

スマホで利用できる公的機関が作成した

アプリでの情報発信が少ない

公的機関のＷＥＢサイトで必要な情報の

たどり着くのが難しい

やさしい日本語での情報発信が少ない

多言語での情報発信が少ない

（複数回答）（複数回答）



在住外国人の困りごと

（出所） 出入国在留管理庁「在留外国人に対する基礎調査」 令和３年度

公的機関への相談 災害
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特に困っていない

その他

相談可能な内容が少なかった

相談窓口が少なかった

多言語アプリが配置されていなかった

通訳が配備されていない・少なかった

相談するために学校や仕事を

休まなければならなかった

どこに相談すれば良いかわからなかった
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特に困っていない

その他

相談できる場所がわからなかった

困ったときに頼れる人がいなかった

避難所がどのようなものか

わからなかった

支援策の利用・申請方法

がわからなかった

避難に関する情報が

多言語で発信されていない

避難場所がわからなかった

信頼できる情報をどこから得れば

いいかわからなかった

（複数回答） （複数回答・上位から抜粋）



総務省「地域における多文化共生推進プラン」（2020年９月）

○都道府県及び市区町村における多文化共生の推進に係る指針・計画の策定に資するため策定
○多文化共生施策を取り巻く社会経済情勢の変化等を踏まえた地域における多文化共生を推進

するための具体的な施策について提示



○出入国在留管理庁「外国人材受入れ・共生のための総合的対応策」（2023年6月一部改訂）
○出入国在留管理庁「外国人との共生社会の実現に向けたロードマップ」 （ 2023年6月一部変更）

日本人と外国人が安心して安全に暮らせる社会の実現に寄与するという目的を達成するため、
外国人材の受入れ・共生に関して、目指すべき方向性とその実現に向けた中長期的な課題・施

策を示すものとして公表



東京都「『未来の東京』戦略」(2021年3月策定）

明るい未来の東京を切り拓くための都政の新たな羅針盤となる2030年までの東京都の長期戦略



都の取り組み：新型コロナウイルス感染症拡大

新型コロナ感染拡大を防ぐため、都内在住外国人に向けて様々な手法で支援を実施

一方、経済困窮によって社協が実施する生活福祉資金特例貸付に外国人が殺到するなど、福
祉的な困りごとを抱える外国人の存在や、医療を受けるにあたっての困難さなど、在住外国

人が元々抱えていた課題もコロナによって表面化された。

ＴＯＣＯＳの開設

2020年11月、知事自らやさしい日本語や
英語のほか、中国、韓国、ネパール語な
ど多言語で感染対策を求める動画を配信

➢ つながり創生財団による、新型コロナ
ウイルス関連情報を多言語での発信

➢ 外国人のワクチン接種促進に向けたチ
ラシをやさしい日本語を含む16言語
で作成

2020年4月、外国人等からの相談に14
言語で対応する「東京都外国人新型コ
ロナ生活相談センター （略称 TOCOS 
トコス）」 を開設

知事による多言語での呼びかけ

多言語での感染対策情報の発信

区市町村等との情報共有の強化

➢ 区市町村の多文化共生担当部署に対し、
ワクチンチラシの活用方法をはじめ、
都内や他県における多言語対応事例を
共有

➢ 感染対策情報を大使館や地域の国際交
流協会等にも周知



都の取り組み：ウクライナ情勢を受けた対応

ロシアによるウクライナ侵攻の影響を受ける避難民に対し、都では都営住宅の提供をはじめ、
区市町村や民間団体等とも連携し、生活、就労、教育など多岐にわたる支援を実施

都域に広く避難民が在留したことにより、都全体として多文化共生についての課題を認識し、
必要な支援を考えるきっかけとなった。



■地域における国際化や多文化共生社会づくりを推進するため、以下のネットワークの事務局を担当

東京国際交流団体連絡会議

・都及び区市町村が設置する「地域国際化を目的とする団体」 22団体が参加

・地域の多文化共生社会の推進と発展を図るため、連絡調整、情報交換、

研修、調査・研究、災害時の外国人支援訓練などを実施

国際交流・協力TOKYO連絡会

・NGO等民間団体や区市の国際交流協会等38団体が参加

・都民の国際交流・国際協力への理解を深めるため、情報の共有・交流、
「国際化市民フォーラム in TOKYO」を協働開催

東京外国人支援ネットワーク

・外国人のための相談事業または外国人支援活動を行う43団体が参加

・外国人のためのリレー専門家相談会、外国人相談に関する課題の共有により、
多文化の人々が共生できる社会の実現に寄与

１． 広域ネットワークの運営

東京都つながり創生財団の主な事業①

R5(2023)

■多文化共生に関する中域ネットワークの構築 【2023年度～】

・都内の区市町村をブロック分けし、区市町村及び国際交流協会のほか

さまざまな主体が参加できるネットワークの構築を図る

・2023年度は、23区内及び多摩地区でそれぞれ１ブロックを対象に試行実施

東京国際交流団体連絡会議研修会



●話すことが できる 言葉
はな こと ば

やさしい日本語、英語、ロシア語、ウクライナ語

※中国語、韓国語、ポルトガル語、スペイン語、タイ語、タガログ語、

ベトナム語、ヒンディー語、ネパール語、フランス語、インドネシア語でも

相談できます。

に ほん ご えい ご ご ご

ウクライナ避難民

ワンストップ相談窓口

ウクライナから 避難してきた人たちのための 相談窓口

✆電話 03‐6258‐1227

ひ な ん ひと そう だん まど ぐち

ひ なん みん

そ う だ ん ま ど ぐ ち

東京都つながり創生財団は、 ウクライナから 避難（※）してきた人たちのための

窓口を 開いています。 ※避難［危険なところから 安全なところへ 行くこと］

東京で 安心して 生活できるように 必要な 情報を 教えたり、くわしい 相談が

できるところを 案内します。

とう きょう と そう せい ざい だん ひ なん ひと

まど ぐち ひら ひ なん き けん あん ぜん い

とう きょう あん しん せいかつ ひつよう じょうほう おし そう だん

あんない

でん わ

月曜日から 金曜日の 午前10時から 午後4時まで（祝日は休み）

●相談できる 時間

げつ よう び きん よう び ご ぜん じ ご ご じ しゅくじつ やす

そうだん じ かん

そう だん

東京都多言語相談ナビ内
とう きょう と た げん ご そうだん ない

ご ご ご ご ご

ちゅうごく ご かんこく ご ご ご ご ご

都内各地域の外国人相談担当者等の業務を支援し、都内の外国人相談
対応力の向上を図るため、外国人支援に関する情報や、意見交換の場を
提供するシステムを構築予定

２． 外国人相談

東京都つながり創生財団の主な事業②

■東京都多言語相談ナビ

・都内在住外国人の相談に、やさしい日本語を含む15言語で対応

・地域の相談窓口からの通訳支援依頼などにも対応

・専門相談（法律・在留資格等）

・外国人相談関係者間の連携促進・地域の相談窓口のレベルアップの

ため、相談員研修・事例共有会等の開催

■ウクライナ避難民に対する支援

・ウクライナ避難民ワンストップ相談窓口の運営
（窓口開設以降の相談累計 2,087件（2023.8.31現在））

・都営住宅への入居を希望する場合の調整

・避難民各々の状況に寄り添い、支援策とマッチング
（都、財団、日本YMCA同盟が連携して実施）

・自治体へのウクライナ語翻訳・通訳支援

■相談支援システム（仮）の構築 【2023年度末より一部機能運用予定】



えい ご

英語
English

に ほん ご

日本語
Japanese

https://tabunka.tokyo-tsunagari.or.jp

東京都つながり創生財団の主な事業③

４． やさしい日本語普及啓発

■普及啓発

・活用事例の収集と発信

・イベント等を実施（「やさ日フォーラム」、文化事業への参加等）

・東京都が施策や情報をやさしい日本語で発信する際のアドバイス

■「やさしい日本語リーダー」養成研修
・個々の職場や活動の場で、やさしい日本語の基本知識や手法を
伝え、やさしい日本語活用の取組をけん引する人材（やさしい日本
語リーダー）を育成

・2023年度は区市町村、社会福祉協議会、国際交流協会、外国
人支援団体の職員・関係者を主な対象とし、今後、町会や企業等
にも対象を広げていく

３． 情報発信

■東京都多文化共生ポータルサイト （TIPS for Tokyo Life）

・2023年度リニューアルオープン

・国・都・区市町村・支援団体等が発信する情報を収集・整理して提供

・外国人やその支援者がいつでも必要な情報を得られる場づくり

・情報をやさしい日本語または多言語化して発信

・コロナや災害についての情報など、公的機関としての発信情報を充実

・SNSも活用し、在住外国人やその支援者に有用な情報を提供

■用語集・イラスト集の作成
・生活で使用する用語をピックアップし、やさしい日本語への言い換え・
書き換え例を紹介

・日本語初級者が情報を理解する助けとなるイラストを収録

・2023年度は子育て・教育分野の用語・イラストを収録し、区市町村、
社会福祉協議会、外国人支援団体の職員・関係者など誰もが自由に
使えるオンライン用語集・イラスト集として公開予定 「やさしい日本語リーダー」養成研修（2023年７月）

https://tabunka.tokyo-tsunagari.or.jp/


東京都つながり創生財団の主な事業 ④

■東京日本語教室サイト

・外国人が日常生活に必要な日本語を身近な地域で学習できるよう、
地域の日本語教室を検索できるサイトを運営
掲載教室数 ２３９教室（2023.8.31現在）

・日本語教室の日時・場所・会費等のほか、ボランティアの募集情報も掲載

・やさしい日本語に加えて、英・中・韓への多言語化を予定

５． 地域日本語教育の推進

■文化庁 「地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業」への参加

・東京における地域日本語教育の体制づくりを推進するため、地域日本語教育の推
進役となる総括コーディネーターを配置

・財団として連携会議を主催、区市町村及び国際交流協会が実施する地域日本語
教育に関する取組への助言や支援を実施

■研修等の実施 【2023年度～】

・日本語教室で活動する支援者のスキルアップやネットワーク化を図ることを目的に、
日本語学習支援者スキルアップ研修を実施

・初期日本語教育のオンライン教室を2023度にモデル事業として実施予定
効果検証の後、実施方法をモデル化して地域に展開し、区市町村における実施を促
進



東京都つながり創生財団の主な事業⑤

６． 人材育成

■多文化共生推進の核となる人材の育成

各地域で多文化共生推進の核となる人材を育成するための研修の実施

① 多文化共生基礎研修 【2023年度～】

多文化共生に初めて携わる区市町村職員を対象に、多文化共生の基礎知識を研修

② 多文化共生コーディネーター研修
区市町村及び国際交流協会職員、外国人に係わる市民団体を対象に、多文化共生推進の担い手に
必要な基礎知識やスキルの研修とネットワークづくりの機会を提供

③ フォローアップ・スキルアップ研修
多文化共生コーディネーター研修修了者を対象に、法改正や新制度等の最新情報を踏まえた研修と
意見交換、活動の報告・共有の場を提供

■多文化共生社会を担う次世代の人材育成 【2023年度～】

外務省・公益財団法人日本国際連合協会が主催する 「国際理解・国際協力のための全国中学生
作文コンテスト」・「国際理解・国際協力のための高校生の主張コンクール」の東京都大会を開催

■多文化キッズコーディネーターの支援 【2023年度～】

各地域の多文化キッズコーディネーターが、各分野の専門家（スーパーバ
イザー）と相談できる体制を構築するとともに、養成講座や連絡会議を開
催する

※多文化キッズコーディネーターとは
・日本語を母語としない子供等とその保護者を支援するため、都の補助金を活用して
区市町村が配置

・子供やその保護者の困りごとに寄り添い、学校、地域、NPO、行政機関等と連携して
支援や情報が行き届くよう調整を行う

・2023年度は2自治体で実施

７. 日本語を母語としない子供への支援

対応のサポート
事例共有
困難案件の相談
研修の提供
連絡会議の開催

各種調整
補助金交付に係
る手続き等

区市町村・財団との
調整

生活文化スポーツ局

各分野の専門家

多文化キッズ
コーディネーターの支援

つながり創生財団

スーパーバイザー 多文化キッズ
コーディネーター

採用・配置・委託

区
市
町
村

報告・連携

区市町村


